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かかりつけ歯科医初診料  

【創設の目的】   

患者への治療計画等の情報提供を含めた継続的な歯科医学的管理を行う、かかりつ  

け歯科医を評価する。  

【施設基準】   

（1）歯科医師が常時1名配置されていること。   

（2）歯科診療報酬点数表区分番号MOOO－2に掲げる補綴物維持管理料の注1に規定する届出を行っ  

た保険医療機関であること。   

（3）患者の病名、症状、治療計画及び治療期間等に関する治療計画を策定し、その内容について、  

別紙様式2又はこれに準ずる様式の文書により、患者に対しで情報提供が現に行われているこ  

と。   

（4）患者の求めに応じて、適切な情報提供、連絡調整が可能な体制を整えていること。   

（5）当該地域において他の保健医療機関との連携体制が確保されていること。  

【内容と変遷】   

（平成12年度改定）  

○かかりつけ歯科医初診料の新設  

継続的な歯科医学的管理を行う、かかりつけ歯科医機能を評価した。  

《算定要件の概要》  

患者自身のスタディモデル（石膏模型）又は口腔内写真（カラー写真）を用いて、  

病状、治療計画等を説明した上で、文書による情報提供を行った場合に算定する。  

・かかりつけ歯科医初診料（新設）  270点  
・かかりつけ歯科医再診料（新設）  40点   

馳年度改定L  
Oかかりつけ歯科医初診料の算定要件見直し（診療報酬点数は据え置き）患者説明  

用資料を見直し、より効果的な情報提供の推進を図った。  

《見直しの概要》  

スタディモデル又は口腔内写真と同等で患者がより的確に病態や治療方針等を理  

解できる有効な方法を追加する等の所要の改善を行った。  

（病態模型、病態図、病態写真等の患者説明用資料を追加した。）   

（平成16年度改定）  

○かかりつけ歯科医機能の評価の充実（かかりつけ歯科医初・再診療の引き上げ）  

《機能評価の概要》  

初診時における診察や患者への説明の重要性を評価するとともに再診時における  

治療の進行状況、次回の治療内容等に関する患者の視点重視した情報提供の推進等  

を評価した。  

・かかりつけ歯科医初診料270点 → 274点  

・かかりつけ歯科医再診料 40点 →   45点  
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■新歯科医師臨床研修制度（平成18年度より必修化）   

1．歯科医師臨床研修の目標  

患者中心の全人的医療を理解した上で、歯科医師としての人格をかん養し、   

すべての歯科医師に求められる基本的・総合的な歯科診療能力を身につけ、   

生涯研修の第一歩とする。   

2．歯科医師臨床研修制度の必修化  

努力義務 → 診療を行うものは1年以上臨床研修  

を受けねばならない。  

規定無し → 専念義務  

報告  → 歯科医籍に登録  

臨床研修修了が開設者の要件に。  

臨床研修修了が管理者の要件に。  

平成18年4月1日以降に歯科医師免許の申請を行  

い、歯科医師免許を受けたもの。  

臨床研修  

専念規定  

修了後の手続等  

診療所の開設  

病院等の管理者  

施行期日  

3．研修プログラムに関する基準の概要  

研修プログラムには、研修目標、研修計画、指導体制その他必要な事項が   

定められていること。   

4．新たな歯科医師臨床研修施設基準の概要   

・単独型臨床研修施設  

1施設単独で12か月以上の臨床研修を行う。   

・臨床研修施設群  

管理型臨床研修施設と協力型臨床研修施設での研修を合わせることによ  

り、単独型臨床研修施設の研修プログラムに関する基準を満たすこと。   

1施設につき、連続した3か月以上の臨床研修を行う。1か所の管理型臨   

床研修施設と1～3か所の協力型臨床研修施設をローテーションする。   

・研修協力施設  

臨床研修施設での臨床研修を部分的に補うための研修を行う施設で、手   

続きは登録のみ。研修期間は合計1か月以内。  

宰   



・単独型臨床研修施設・管理型臨床研修施設としての指定は、現行の制度で   

は病院のみが受けられたが、要件を満たすことにより、診療所も受けること   

ができるようになった。   

・医療安全管理体制の義務づけ  

・入院症例の研修の義務づけ   

5．指導歯科医の資格要件  

一般歯科診療について的確に指導し、適正に評価を行うことができ、以下   

のいずれかの条件に該当すること。指導歯科医は、臨床研修指導のための研   

鎮を続けなければならないこと。なお、臨床経験年数には、臨床研修期間を   

含むこと。   

（1）7年以上の臨床経験を有する者であって、指導歯科医講習会（財団法  

人歯科医療研修振興財団主催）等の指導歯科医のための講習会を受講し  

ていること。なお、都道府県歯科医師会会長の推薦があることが望まし  

いこと。  

（2）5年以上の臨床経験を有する者であって、日本歯科医学会分科会の認  

定医・専門医の資格を有し、指導歯科医講習会（財団法人歯科医療研修  

振興財団主催）等の指導歯科医のための講習会を受講していること。   

（3）大学又は大学の歯学部若しくは医学部の附属施設である病院において  

は、5年以上の臨床経験を有する者であって、大学又は大学の歯学部若  

しくは医学部の附属施設である病院に所属し、当該病院長が発行した臨  

床指導経歴を示す教育評価及び業績証明書を有すること。なお、臨床指  

導経歴には卒前臨床実習指導を含むこと。   

6．研修歯科医の処遇  

医師臨床研修医の処遇にかんがみ、相当の処遇が確保されることが望まし  

いこと。研修歯科医については、一般的には、労働者性が認められると 

られることから、労働基準法等労働関係法令に規定される労働条件に相当す   

る処遇が確保されることが必要であること。  

7．マッチング  

臨床研修施設が研修歯科医を全国的に公募し、臨床研修を希望する者が研   

修プログラムを主体的に選択することが可能なシステムを創設することが必   

要である。  
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